
D-レスポンス
企業の危機対応力強化のための助言サービス

D-レスポンスとは
平時のうちからクライアントのご担当者様と連携し、定期的または必要に応じてクライシスへの備えに関わる助言を行います。クライシス発生

時には、専用のホットラインにより24時間年中無休でクライシスやインシデントに関わるご相談を受け付けます* 。発生した事項に関わる領域
について高度な知見を有するデロイト トーマツの専門家が現場へ伺い、もしくは電話でご連絡し、迅速に初動対応や体制構築に関して助言

します。

* 夜間・休日の問い合わせについては、一度受付をしたうえで、翌営業日よりデロイト トーマツの専門家による助言対応をおこないます。

平時からの前準備と、外部専門家活用の有効性

デロイト トーマツが実施した「企業のリスクマネジメントおよびクライシス

マネジメント実態調査 2019年版」によると、クライシスを経験したことの
ある企業が対応が上手くできなかった要因には、右記の内容が上位3項
目として挙げられています。事前準備に関する項目が上位を占め、特に

外部専門家の活用は、前回（2018年）の調査から大幅に増加しました。
これは、様々なクライシス事象がある中で、多岐にわたる対応事項・ス

テークホルダーとのコミュニケーション等を適切に行っていくために、経

験値に基づいた相応の準備が求められることを示唆しています。

クライシスを経験した企業が感じる

クライシス対応が上手くできなかった要因（上位3項目）

出所： 「リスクマネジメントおよびクライシスマネジメント実態調査」2019年版
https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/about-deloitte/articles/news-releases/nr20200219.html

クライシス発生に備えた
事前の準備が出来ていなかった 37.9%

情報収集・伝達ルートと
収集情報の分析・判断のルールが整備されず
ぎりぎりに必要な情報がなかった

28.8%

外部専門家を活用しなかった、
または有効に活用できなかった 19.7%

https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/about-deloitte/articles/news-releases/nr20200219.htm


平時

クライシスマネジメントにおける企業の課題

デロイト トーマツがご提案する平時からの体制構築

有事

クライシスへの備え
• クライシス対応組織の構築
• クライシス対応マニュアルの策定
• 従業員への教育、等

初動対応
• クライシスの発見と判別
体制構築
• 対策本部設置等の体制構築

専用ホットラインにて24時間・
365日の問合せ受付け

デロイト トーマツの専門家によ
る対処の方向性や初動体制構
築に関わる助言を提供

クライシス対応
• 業務正常化に向けた各対応
• 再発防止

平時対応に関わる助言

定期的または必要に応じたデロイト トーマツの専門家とのコミュニ
ケーション*1による、クライシスマネジメントに関わる助言*2を実施
* いずれも以下を想定、具体的な内容はご契約時に協議のうえ決定します

*1 訪問による打合せや、電話・メール等による問い合わせ、等
*2 企業様の事業内容・グループ構造を踏まえて想定されるクライシスの情報提
供、クライシス対応体制構築に関わる他社事例やベストプラクティスの紹介、
企業様の取り組みに関するご質問への回答およびアドバイス、等

（オプション）危機対応力強化に関わる助言

 クライシスの備えで重要な危機対応力強化に必要な対応をご支援
• クライシスの想定シナリオ分析
• 現状の危機管理体制の評価および改善提言
• クライシス対応訓練の支援、等

D-レスポンス・サービスのサポート範囲
～平時対応からクライシス発生直後の初動対応までをカバー～

経営者等

 クライシスの性質に応じた専門
家による各種対応のサポート

 （事態沈静化後）変革・改革の
専門家による、業務正常化に
向けた計画立案・実行に関わ
る助言を実施

企業を取り巻く環境

ビジネスのグローバル化・ボーダレス化、 IoTやAI等の技術革新、気候変動と多発する自然災害等々、今日の企業
のビジネス環境は、日々目まぐるしいスピードで変化しています。さらに、企業自身も事業の多角化やM&A、海外展
開等により複雑さを増しており、社内外の環境変化による不確実な状況に、いかに迅速に対処していくかが経営にお

ける重要課題になっています。

一方で、各種ステークホルダーは企業の様々な活動や行動にこれまで以上に注目しており、ひとたび不測の事態が

起きた時に、対処が遅れたり、不十分あるいは不適切な対応をとってしまうと、法規制への抵触や企業イメージの著

しい低下、そしてそれらの結果として最悪の場合には事業存続をも脅かす結果を招きかねません。

※体制構築以降の「クライシス対応に

関わる助言」は、内容やスコープ、期
間等を別途協議のうえ、本サービス
とは別のご契約にてサービスを提供
させて頂きます

企業におけるクライシスへの対応

不測の事態が起きた時、その事態に迅速かつ適切に対

処し、影響を可能な限り低減することで、クライシス（会社

に甚大な被害を及ぼす危機）の発生を防ぐ、あるいは被

害を最小限に食い止めることが可能になります。しかしな

がら、複雑化する不確実な環境下では、クライシスに発展

しうるインシデントを過小評価し、対処の遅れや不十分・不

適切な対処によりクライシスに発展させてしまう企業の例

が後を絶ちません。

クライシス対応において実施すべき事項は多岐に渡り、

様々なステークホルダーとの連携も求められるため、その

難易度が非常に高く、経営者および担当者の社内リソー

スのみで検討・実施するには、莫大な時間と労力を要する

だけでなく、対処を誤ることにもなりかねません。

再発防止策は?

対策本部立ち上げ

従業員の安否は?

メディアやSNSの反応は?

情報開示

etc・・・

対外発表

社内情報統制

顧客の状況は?
自社の被害状況は?

当局への報告

D-レスポンス・サービスによる平時対応から行う有事対応の高度化
D-レスポンスは企業の迅速かつ効果的なクライシス対応をサポートする助言サービスです。

※平時および有事における具体的な助言

の内容や範囲等は、契約締結時に協議
のうえ決定します

初動対応に関わる助言 クライシス対応に関わる
助言

さらに下記を実施することで、より効果的なクライシスへの備えが可能

クライシス・
インシデント



グローバル製造業の事例

概要
グローバルにビジネス展開する製造業A社において、過去の従
業員給与データの不正漏洩問題が発生しました。

漏洩したデータには、A社企業の従業員の個人情報が特定でき
る情報が含まれていました。

不正漏洩が確認された時点で、この漏洩がA社から発生したの
か、あるいは、外部の給与管理業務の委託先またはITベンダー
から発生したのかは不明でした。

被害を最小限に食い止める、デロイト トーマツのクライシスマネジメントサービスの特徴

豊富な実績
デロイト トーマツはこれまで様々な業種・業界に対し企業のクライシスマネジメントをサポートして

きました。そこで蓄積された豊富な実績と経験を活かし、クライアントにとって効果的かつ効率的

なクライシスマネジメントに関わるサービスを提供します。

多様な専門家の集団
デロイト トーマツでは、国内およびグローバルにおいて、クライシスマネジメント/レジリエンス、法
務、サイバーセキュリティ、フォレンジック等の各領域の専門家に加え、業界特有の専門知識を

有するインダストリーの専門家を豊富に有しています。クライアントのニーズに合わせて最適な

チームを組成し、効果的にサービスを提供します。

クライシス・ライフサイクルの全てのステージに対してサービス提供
デロイト トーマツは、クライシスマネジメントにおけるクライシス・ライフサイクル、「予防」から「対

処」、そして「回復」の全てのステージにおいて、一貫して最適なサービスを提供する体制を整え

ています。

デロイト トーマツによるサービス

A社は、平時から定期的にデロイト トーマツからクライシスマネジメントに関わる助言を受け、クライシスの発生に
備えていました。データ不正漏洩が発覚した際に、専用のホットラインにてデロイト トーマツに連絡を入れ、問題の

解決・調査を行う対策本部立上げに関わるサポートを依頼しました。

デロイト トーマツは、平時からA社とコミュニケーションをとっていたことで、A社の組織風土やクライシスマネジメン
ト体制および仕組みについての深い理解のもと、迅速に法務、サイバーセキュリティ、フォレンジック等の専門家で

最適なチームを組成し、以下のような対策本部機能の設計・運営を支援しました。

• 不正漏洩における被害状況（漏洩対象の個人情報）、被害発生の背景や経緯に関わる調査の実施

• 上記調査結果に基づき、対応方針や施策の策定に対して実施後の影響分析等を踏まえた助言

• A社の対策本部と密接に連携のうえ、発生状況に応じた専門的視点での意思決定に関わる助言
• 対策本部のコアチームメンバー全員への、発生しうる被害シナリオを想定した実践的なトレーニングの提供

ステークホルダーからの賠償請求の可能性があるという強いプレッシャーの中、対策本部メンバーとデロイト トーマ

ツの専門家が一丸になってクライシス対応を推進することで、当初の想定よりも早く事態を鎮静化させるとともに、

被害を最小限に食い止めることができました。



有限責任監査法人トーマツ リスクアドバイザリー事業本部
デロイト トーマツファイナンシャルアドバイザリー合同会社
DT弁護士法人
デロイト トーマツサイバー合同会社
Mail dt-cm@tohmatsu.co.jp
URL www2.deloitte.com/jp/ja/pages/risk/solutions/cm/d-response.html

※貴社および貴社の関係会社とデロイト トーマツ グループの関係において監査人としての独立性が要求される場合、
本サービス内容がご提供できない可能性があります。詳細はお問合せください。

デロイト トーマツグループは、日本におけるデロイトアジア パシフィック リミテッドおよびデロイトネットワークのメンバーであるデロイト トーマツ合同会
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クアドバイザリー、コンサルティング、ファイナンシャルアドバイザリー、税務、法務等を提供しています。また、国内約40都市に1万名以上の専門家を擁
し、多国籍企業や主要な日本企業をクライアントとしています。詳細はデロイト トーマツグループWebサイト（ www.deloitte.com/jp ）をご覧ください。
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Readiness 予防
～企業に潜むリスクを洗い出す～

Response 対処
～素早く危機的状況から脱出するために～

Recovery 回復
～ガバナンスの強化から事業の再編まで～

会計不正

汚職

情報不正

横領

金融

事故・災害

経営

不正発見・予防プログラム導入支援

クライシス対応準備支援

サイバーリスク対応支援

情報ガバナンス高度化支援

BCP・DRP関連支援
オペレーションリスク支援

初動対応支援

不正調査支援

危機対応支援

訴訟・係争支援

金融犯罪リスク管理支援

内部統制再構築支援

事業再生・再編支援

デロイト トーマツが提唱する「3つのR」

デロイト トーマツが提供するクライシスマネジメント関連サービスは、以下のウェブサイトでもご紹介しています。

https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/risk/topics/center-for-crisis-management.html
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https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/risk/topics/center-for-crisis-management.html

